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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、持分法を適用すべき関連会社が存在しないため、記載してお

りません。 

４．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。  

５．第49期中及び第49期の中間（当期）純損失は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等

によるものであります。 

回次 第48期中 第49期中 第50期中 第48期 第49期 

会計期間 

自平成16年 
４月１日 
至平成16年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 
至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 
至平成18年 
９月30日 

自平成16年 
４月１日 
至平成17年 
３月31日 

自平成17年 
４月１日 
至平成18年 
３月31日 

売上高（千円） 2,593,600 2,872,982 2,818,766 5,009,889 5,486,552 

経常利益又は経常損失（△）（千

円） 
39,081 79,129 △5,319 △74,814 △20,507 

中間純利益又は中間（当期）純損

失（△）（千円） 
33,639 △1,181,391 △156,649 △85,251 △1,306,234 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 1,125,000 1,125,000 1,125,000 1,125,000 1,125,000 

発行済株式総数（千株） 7,734 7,734 7,734 7,734 7,734 

純資産額（千円） 7,904,546 6,554,076 6,245,764 7,793,505 6,433,141 

総資産額（千円） 9,808,572 8,619,885 8,136,024 9,639,415 8,271,121 

１株当たり純資産額（円） 1,022.76 848.41 808.94 1,008.58 832.93 

１株当たり中間純利益金額又は１

株当たり中間（当期）純損失金額

（△）（円） 

4.35 △152.91 △20.28 △11.03 △169.09 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり配当額（円） － － － 3.00 3.00 

自己資本比率（％） 80.6 76.0 76.8 80.9 77.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
54,393 244,161 72,594 83,101 243,614 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△209,058 107,999 901,425 △280,215 △320,032 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△77,541 △24,050 △24,065 △78,111 △24,734 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
992,718 1,277,809 1,798,501 949,698 848,546 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

231 

(49)

226 

(50)

213 

(44)

222 

(49)

218 

(52)



２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(2）労働組合の状況 

労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

  平成18年９月30日現在

事業部門別 従業員数（人) 

事務・販売部門     49( 3)  

製造部門  164(41)  

合計 213(44)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、製造業を中心とした設備投資の増加や、それに伴う雇用環境の改善によ

り個人消費が改善し、景気拡大基調で推移いたしました。 

 当プラスチック家庭用品業界におきましても、依然として原油価格の高値は続いており、製造コスト増の大きな

要因となっており、大変厳しい経営環境が続いております。 

 このような状況のなか、当社におきましては、生産面ではコストダウンを図るため作業手順のマニュアル化を一

層徹底し、開発面では、清掃用品、サニタリー用品、収納用品などの新製品の開発に努め、売上の拡大に努めてま

いりました。 

 この結果、当中間会計期間の売上高は2,818百万円（前年同期比1.9％減）となりました。売上高の内訳といたし

ましては、清掃用品はペール、バケツが順調に推移し951百万円（前年同期比9.7％増）、調理・台所用品946百万円

（前年同期比2.0％増）、サニタリー用品193百万円（前年同期比8.6％増）、収納用品は値上げによる定番カット等

による販売数量が落込み189百万円（前年同期比27.7％減）、その他用品は園芸用支柱の販売中止の影響により522

百万円（前年同期比15.8％減）、不動産収入15百万円（前年同期比10.5％減）となりました。 

 利益面につきましては、原材料の値上りによる製造コストの増加により営業損益は27百万円の損失、経常損益は5

百万円の損失となり、繰延税金資産の回収可能性を検討した結果、繰延税金資産を取崩し法人税等調整額117百万円

を計上したことにより156百万円の中間純損失となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、33百万円の税引前中間純損失であり

ましたが、有価証券の売却及び償還による収入要因があったことから、前中間会計期間末に比べ520百万円（前年同

期比40.7％増）増加し、当中間会計期間末には1,798百万円となりました。 

 当中間会計期間中における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において営業活動の結果得られた資金は72百万円（前年同期比70.3％減）となりました。これは

主に、棚卸資産の減少142百万円、利息及び配当金の受取額25百万円の増加要因はありましたが、売上債権の増加に

よるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において投資活動の結果得られた資金は901百万円（前年同期比734.7％増）となりました。これ

は主に、有価証券及び有形固定資産の取得による支出410百万円はありましたが、有価証券の売却及び償還による収

入1,281百万円を反映したものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において財務活動の結果使用した資金は24百万円（前年同期比0.1％増）となりました。これは主

に、利益処分による配当金の支払23百万円によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を製品群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．生産実績の金額は、販売価格により算定しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当中間会計期間の商品仕入実績を商品群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社は見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

清掃用品 1,116,659 88.7 

調理・台所用品 1,146,117 94.8 

サニタリー用品 226,152 117.2 

収納用品 124,677 38.4 

その他 490,697 91.2 

合計 3,104,304 88.1 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

清掃用品 5,261 112.1 

調理・台所用品 19,772 127.8 

サニタリー用品 324 100.0 

収納用品 28,120 － 

その他 364 13.5 

合計 53,842 232.1 



(4）販売実績 

当中間会計期間の販売実績を製品群別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 当社では、健康で快適な暮らしをモットーに、生活環境の変化、多様化による消費者のニーズの移り変わりをすば

やくキャッチして、常に既存製品の改良、品揃え等の開発を行うとともに、時代を先取りした新製品、新技術の開発

を行い、販売活動に結びつけるため、研究開発活動を行っております。 

 研究開発活動は、開発部の開発課と企画課が担当しております。開発課は製品の企画立案、図面並びにモデルの製

作などプロダクトデザイン部門を担当し、企画課はマーケティングリサーチ、製品コンセプト、シール、ラベル、チ

ラシ、カタログ、内箱、陳列マニュアルなど、製品のソフト部門を担当しております。また、開発課では、開発業務

と併せて工業所有権の調査、出願、係争処理、権利保全等の業務を行っております。 

 当中間会計期間における研究成果としては、清掃用品である分別ごみ容器を中心に新製品開発を主に行いました。

なお当中間会計期間における研究開発費の総額は36百万円となっております。 

区分 金額（千円） 前年同期比（％） 

製商品     

清掃用品 951,376 109.7 

調理・台所用品 946,348 102.0 

サニタリー用品 193,218 108.6 

収納用品 189,693 72.3 

その他 522,607 84.2 

計 2,803,244 98.2 

不動産収入 15,522 89.5 

合計 2,818,766 98.1 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

株式会社カインズ 371,889 12.9 287,943 10.2 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 (1）当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備のうち、完了したものは、次のとおりで

あります。 

 （注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

 （2）当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は、次のとおりであります。 

 （注）上記の金額には、消費税は含まれておりません。 

事業所名 

（所在地） 
設備の内容 投資額（千円） 完了年月 完成後の増加能力 

 埼玉工場 

（埼玉県行田市） 
 成型設備 40,412  平成18年５月 特にありません  

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定年月 
完成後の 
増加能力 総額 

(千円) 
既支払額 
(千円) 

着手 完了 

 本社 

（東京都品川区） 

基幹業務 

システム 
117,580 29,880  自己資金 平成18年４月 平成19年６月 特にありません



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 16,800,000 

計 16,800,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
（平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 7,734,270 7,734,270 ジャスダック証券取引所 － 

計 7,734,270 7,734,270 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額 
（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

  

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 

  

－ 7,734,270 － 1,125,000 － 1,165,091 



(4）【大株主の状況】 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の失念株式が1,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数１個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

山下 陽子 東京都中央区 1,729 22.37 

山下 勝司 東京都中央区 1,653 21.38 

山下 鶴夫 東京都中央区 1,624 21.01 

山下 恵美子 東京都中央区 456 5.90 

竹内 弘子 宮崎県東諸県郡国富町 324 4.20 

中島 和信  東京都渋谷区  150 1.94 

新輝合成従業員持株会 東京都品川区西五反田２丁目14番10号 135 1.75 

竹内 朋子 宮崎県東諸県郡国富町 133 1.72 

エスアイエスセガインター

セトルエージー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行）  

BASLERSTRASSE 100,CH-4600 OLTEN 

SWITZERLAND 

（東京都千代田区丸の内２丁目７番１号） 

103 1.33 

松山 秀樹 東京都品川区 90 1.16 

計 － 6,401 82.77 

平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      13,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   7,680,000 7,679 － 

単元未満株式 普通株式      41,270 － － 

発行済株式総数 7,734,270 － － 

総株主の議決権 － 7,679 － 

平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

新輝合成株式会社 
東京都品川区西五反

田2-14-10 
13,000 － 13,000 0.17 

計 － 13,000 － 13,000 0.17 



２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 457 469 418 416 441 420 

最低（円） 411 384 347 371 388 371 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）

の中間財務諸表については、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平

成18年９月30日）の中間財務諸表については、みすず監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日に名称を変更し、みすず監査

法人となりました。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金   1,277,809   1,798,501 848,546   

２ 受取手形 ※２  720,366   674,416 573,492   

３ 売掛金   647,245   665,843 606,873   

４ たな卸資産   1,181,717   1,052,029 1,194,449   

５ 繰延税金資産   26,288   － 37,387   

６ その他   64,164   60,759 1,033,957   

貸倒引当金   △12,493   △17,549 △15,572   

流動資産合計     3,905,099 45.3 4,234,001 52.0   4,279,135 51.7

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

(1）建物   520,507   480,455 498,041   

(2）機械及び装置   391,383   401,979 383,029   

(3）工具器具及び備
品 

  331,131   435,231 447,343   

(4）土地   1,310,496   1,247,842 1,310,496   

(5）その他   225,819   102,732 137,576   

計   2,779,338   2,668,240 2,776,488   

２ 無形固定資産   148,479   165,303 144,040   

３ 投資その他の資産           

(1）投資有価証券   1,711,653   1,023,438 1,024,326   

(2）その他   213,184   259,158 255,808   

貸倒引当金   △137,869   △214,118 △208,678   

計   1,786,967   1,068,478 1,071,457   

固定資産合計     4,714,785 54.7 3,902,023 48.0   3,991,986 48.3

資産合計     8,619,885 100.0 8,136,024 100.0   8,271,121 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形  ※２ 811,331   753,092 807,820   

２ 買掛金   435,834   317,508 259,053   

３ 未払法人税等   11,504   7,995 13,495   

４ 賞与引当金   50,270   72,470 75,150   

５ その他   301,489   399,159 293,612   

流動負債合計     1,610,429 18.7 1,550,226 19.0   1,449,131 17.5

Ⅱ 固定負債           

１ 繰延税金負債   －   84,267 8,175   

２ 長期未払金    373,072   194,313 295,124   

３ 役員退職慰労引当
金 

  43,091   18,716 45,491   

４ その他   39,214   42,736 40,057   

固定負債合計     455,378 5.3 340,033 4.2   388,848 4.7

負債合計     2,065,808 24.0 1,890,259 23.2   1,837,980 22.2

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     1,125,000 13.0 － －   1,125,000 13.6

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   1,165,091   － 1,165,091   

資本剰余金合計     1,165,091 13.5 － －   1,165,091 14.1

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   115,697   － 115,697   

２ 任意積立金   4,972,646   － 4,972,646   

３ 中間(当期)未処理
損失 

  829,484   － 954,327   

利益剰余金合計     4,258,860 49.4 － －   4,134,017 50.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    7,814 0.1 － －   12,381 0.1

Ⅴ 自己株式     △2,690 △0.0 － －   △3,349 △0.0

資本合計     6,554,076 76.0 － －   6,433,141 77.8

負債・資本合計     8,619,885 100.0 － －   8,271,121 100.0 

            



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                     

Ⅰ 株主資本                     

１．資本金     － －   1,125,000 13.8   － － 

２．資本剰余金                     

(1）資本準備金   －     1,165,091     －     

資本剰余金合計     － －   1,165,091 14.3   － － 

３．利益剰余金                     

(1）利益準備金   －     115,697     －     

(2）その他利益剰余金                     

買換圧縮記帳積立金   －     277,820     －     

別途積立金   －     3,188,400     －     

繰越利益剰余金   －     372,278     －     

利益剰余金合計     － －   3,954,196 48.6   － － 

４．自己株式     － －   △4,385 △0.0   － － 

株主資本合計     － －   6,239,903 76.7   － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１．その他有価証券評価差
額金 

    － －   5,860 0.1   － － 

評価・換算差額等合計     － －   5,860 0.1   － － 

純資産合計     － －   6,245,764 76.8   － － 

負債純資産合計     － －   8,136,024 100.0   － － 

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,872,982 100.0 2,818,766 100.0   5,486,552 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,103,746 73.2 2,075,750 73.7   4,047,186 73.8

売上総利益     769,236 26.8 743,015 26.3   1,439,365 26.2

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    734,757 25.6 770,446 27.3   1,496,340 27.3

営業利益     34,478 1.2 － －   － －

営業損失     － － 27,430 △1.0   56,974 △1.1

Ⅳ 営業外収益 ※１   45,024 1.6 30,947 1.1   65,172 1.2

Ⅴ 営業外費用 ※２   373 0.0 8,836 0.3   28,704 0.5

経常利益     79,129 2.8 － －   － －

経常損失     － － 5,319 △0.2   20,507 △0.4

Ⅵ 特別利益 ※３   66,532 2.3 5,427 0.2   66,251 1.2

Ⅶ 特別損失 ※４,５   1,146,190 39.9 33,645 1.2   1,175,687 21.4

税引前中間（当
期）純損失 

    1,000,527 △34.8 33,538 △1.2   1,129,943 △20.6

法人税、住民税及
び事業税 

  9,193   5,326 10,559   

法人税等調整額   171,670 180,864 6.3 117,785 123,111 4.4 165,731 176,291 3.2

中間（当期）純損
失 

    1,181,391 △41.1 156,649 △5.6   1,306,234 △23.8

前期繰越利益     351,907 －   351,907 

中間(当期)未処理
損失  

    829,484 －   954,327 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本 

準備金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

買換圧縮
記帳 
積立金 

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

1,125,000 1,165,091 1,165,091 115,697 284,246 4,688,400 △954,327 4,134,017 △3,349 6,420,759

中間会計期間中の変動額           

剰余金の配当 （注）        △23,170 △23,170   △23,170

買換圧縮記帳積立金の 
取崩 （注）  

     △6,425  6,425 －   －

 別途積立金の取崩 
（注） 

      △1,500,000 1,500,000 －   －

中間純損失        △156,649 △156,649   △156,649

自己株式の取得           △1,035 △1,035

株主資本以外の項目の中間
会計期間中の変動額 
（純額） 

             

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △6,425 △1,500,000 1,326,605 △179,820 △1,035 △180,856

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

1,125,000 1,165,091 1,165,091 115,697 277,820 3,188,400 372,278 3,954,196 △4,385 6,239,903

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成年18月３日31 残高 
（千円） 

12,381 12,381 6,433,141 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当 （注）     △23,170 

買換圧縮記帳積立金の取崩
（注）  

    － 

別途積立金の取崩  （注）     － 

中間純損失     △156,649 

自己株式の取得     △1,035 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△6,520 △6,520 △6,520 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△6,520 △6,520 △187,376 

平成18年９月30日 残高 
（千円） 

5,860 5,860 6,245,764 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税引前中間（当期）
純損失 

  △1,000,527 △33,538 △1,129,943

減価償却費   109,498 163,683 249,881

減損損失    1,077,839 15,488 1,077,839

貸倒引当金の増減額
（△減少額） 

  47,781 7,417 121,668

賞与引当金の増減額
（△減少額） 

  270 △2,680 25,150

役員退職慰労引当金
の増減額（△減少
額） 

  2,400 △26,774 4,800

長期未払金の増減額
（△減少額） 

  △10,194 △100,811 △88,143

投資有価証券売却益   △66,251 △4,748 △66,251

受取利息及び受取配
当金 

  △40,877 △28,339 △58,784

支払利息   373 372 734

固定資産除却損   8,601 4,157 12,298

売上債権の増減額
（△増加額） 

  △155,079 △159,893 △12,620

棚卸資産の増減額
（△増加額） 

  53,847 142,419 41,115

仕入債務の増減額
（△減少額） 

  151,204 3,726 △29,087

その他   36,608 77,680 44,653

小計   215,493 58,160 193,310

利息及び配当金の受
取額 

  34,059 25,693 64,468

利息の支払額   △768 △734 △768

法人税等の支払額   △4,622 △10,525 △13,395

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  244,161 72,594 243,614

 



    
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日）

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

有価証券の取得によ
る支出 

  － △299,769 △982,227

有価証券の売却及び
償還による収入  

  74,235 1,281,996 74,235

有形固定資産の取得
による支出 

  △72,443 △110,772 △212,495

有形固定資産の売却
による収入 

  － 63,333 －

投資有価証券の取得
による支出  

  － △300,000 －

投資有価証券の売却
及び償還による収入 

  110,213 294,810 805,213

貸付けによる支出   △1,000 － △1,000

貸付金の回収による
収入 

  1,850 1,740 3,950

無形固定資産の取得
による支出  

  － △29,880 △4,110

その他   △4,856 △33 △3,598

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  107,999 901,425 △320,032

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

自己株式の取得によ
る支出 

  △741 △1,035 △1,400

配当金の支払額   △23,308 △23,029 △23,333

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △24,050 △24,065 △24,734

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  － － －

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△減少額） 

  328,111 949,954 △101,151

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  949,698 848,546 949,698

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 

※ 1,277,809 1,798,501 848,546

    



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定）を採用してお

ります。 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

を採用しております。  

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定）を採用

しております。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法を採用しておりま

す。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品、製品、原材料、仕掛

品、貯蔵品 

移動平均法による原価法を採

用しております。 

(2）たな卸資産 

商品、製品、原材料、仕掛品、

貯蔵品 

同左 

(2）たな卸資産 

商品、製品、原材料、仕掛品、

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く）につ

いては定額法）を採用してお

ります。 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物      24～50年 

機械及び装置  ８～11年 

(1）有形固定資産 

同左 

(1)有形固定資産 

同左 

  (2)無形固定資産……定額法 

なお、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づ

く定額法によっております。 

(2)無形固定資産……定額法 

同左 

(2）無形固定資産……定額法 

同左 

  (3)長期前払費用……定額法  (3)長期前払費用……定額法   (3)長期前払費用……定額法   

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

債権等の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与支払いに充てる

ため、支給見込額基準によっ

て計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。  

(3）役員退職慰労引当金 

 同左 

(3）役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しておりま

す。  

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フロ

ー計算書）における資金の

範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基本

となる重要な事項 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 

なお、仮受消費税等及び仮払消費

税等は相殺のうえ、流動負債の

「その他」に含めて表示しており

ます。 

消費税等の会計処理について 

同左 

消費税等の会計処理について 

消費税等の会計処理は税抜方式に

よっております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係る

会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。 

これにより当中間会計期間における損益に与

えている影響額は、特別損失として

1,077,839千円計上しており、税引前中間純

損失が同額増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の

中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額か

ら直接控除しております。 

 ───── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、固定資産の減損に係る会計

基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第６号 平成15年10月31日）を適用してお

ります。 

これにより営業損失及び経常損失が32,310千

円減少し、税引前当期純損失が1,077,839千円

増加しております。 

なお、減損損失累計額については、改正後の

財務諸表等規則に基づき各資産の金額から直

接控除しております。 

 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成17年12月９日）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等

の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金額は

6,245,764千円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借対照

表の純資産の部については、中間財務諸表等

規則の改正に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。  

─────  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

項目 
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 
          11,610,739千円                 11,172,931千円                 11,380,612千円 

※２．中間期末日満期手形   ─────  中間期末日満期手形の会計処理に

ついては、当中間会計期間の末日

は金融機関の休日でしたが、満期

日に決済が行われたものとして処

理しております。当中間期間末日

満期手形の金額は、次のとおりで

あります。 

    受取手形        93,242千円 

    支払手形         3,971千円 

  

 ─────  



（中間損益計算書関係） 

項目 

前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

前事業年度 

（自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち重要

なもの 
      

受取利息    144千円       105千円         268千円 

受取配当金    1,316千円         206千円         1,465千円 

有価証券利息       39,416千円             28,028千円             57,050千円 

※２．営業外費用のうち重要

なもの 
      

支払利息    373千円       372千円       734千円 

棚卸資産廃棄損   －千円 4,233千円  27,362千円 

雑損失  －千円  4,230千円  607千円 

※３．特別利益のうち重要な

もの 
      

投資有価証券売却益       66,251千円             4,748千円              66,251千円 

※４．特別損失のうち重要な

もの 
      

固定資産除却損    8,601千円         4,157千円           12,298千円 

  
（内   機械及び装置 

   5,730千円） 

（内   機械及び装置 

        2,408千円） 

（内   機械及び装置 

          8,541千円） 

貸倒引当金繰入額 59,750千円       －千円      85,550千円 

減損損失   1,077,839千円           15,488千円  1,077,839千円 

アスベスト対策費   －千円  14,000千円  －千円 

※５．減損損失 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。  

当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損

損失を計上しました。  

当事業年度において、当社は以下

の資産グループについて減損損失

を計上しました。  

  

 （資産をグループ化した方法） 

当社は、原則として製品群別に区

分し賃貸用不動産については個々

の物件を単位としております。 

（減損損失を認識するに至った経

緯及び減損損失の金額） 

原油価格の高騰に伴う主要原料価

格の上昇により、採算性が著しく

悪化した足利工場に係る資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特別損失

（870,193千円）として計上いたし

ました。その内訳は、建物118,296

千円、機械及び装置200,601千円、

土地551,294千円であります。 

賃貸用不動産につきましては、継

続的な地価の下落により帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を特別損失（207,646千円）

として計上いたしました。その内

訳は、土地207,646千円でありま

す。 

（回収可能価額の算定方法等） 

足利工場の回収可能価額は使用価

値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローを4.4％で割り引い

て算定しております。賃貸用不動

産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、不動産鑑定

評価基準により評価しておりま

す。 

用途  種類  場所 

まな板及び

パイプ製品

製造設備 

機械及び

装置、土

地等 

足利工場

（栃木県足

利市） 

賃貸用不動

産 
土地 

駐車場（千

葉県市川

市） 

 （資産をグループ化した方法） 

遊休資産については、当該資産単

独で資産のグルーピングをしてお

ります。 

（減損損失を認識するに至った経

緯及び減損損失の金額） 

原料価格の上昇により採算性の悪

化した製品の見直し及び在庫削減

の目的による製品構成の見直しを

した結果、製造中止品に係る金型

が遊休資産となり、今後も使用見

込がないので帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を特

別損失（15,488千円）として計上

いたしました。 

（回収可能価額の算定方法等） 

遊休資産の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、処分

価額により算定しております。 

用途  種類  場所 

遊休資産 金型 

埼玉工場

（埼玉県行

田市） 

 （資産をグループ化した方法） 

当社は、原則として製品群別に区

分し賃貸用不動産については個々

の物件を単位としております。 

（減損損失を認識するに至った経

緯及び減損損失の金額） 

原油価格の高騰に伴う主要原料価

格の上昇により、採算性が著しく

悪化した足利工場に係る資産グル

ープの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を特別損失

（870,193千円）として計上いたし

ました。その内訳は、建物118,296

千円、機械及び装置200,601千円、

土地551,294千円であります。 

賃貸用不動産につきましては、継

続的な地価の下落により帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を特別損失（207,646千円）

として計上いたしました。その内

訳は、土地207,646千円でありま

す。 

（回収可能価額の算定方法等） 

足利工場の回収可能価額は使用価

値により測定しており、将来キャ

ッシュ・フローを4.4％で割り引い

て算定しております。賃貸用不動

産の回収可能価額は正味売却価額

により測定しており、不動産鑑定

評価基準により評価しておりま

す。 

用途  種類  場所 

まな板及び

パイプ製品

製造設備 

機械及び

装置、土

地等 

足利工場

（栃木県足

利市） 

賃貸用不動

産 
土地 

駐車場（千

葉県市川

市） 

  ６．減価償却実施額       

有形固定資産        109,498千円               155,066千円               249,881千円 

無形固定資産      8,264千円           8,617千円             16,813千円 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加２千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 該当事項はありません 

 
前事業年度末株式数
（千株） 

当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末 
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式 7,734 － － 7,734 

合計 7,734 － － 7,734 

自己株式     

普通株式  （注） 10 2 － 13 

合計 10 2 － 13 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年６月27日 

定時株主総会 
普通株式 23,170 3 平成18年３月31日 平成18年６月27日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末  

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) (平成18年９月30日現在) （平成18年３月31日現在） 

現金及び預金勘定      1,277,809千円

現金及び現金同等物      1,277,809千円

現金及び預金勘定      1,798,501千円

現金及び現金同等物      1,798,501千円

現金及び預金勘定        848,546千円

現金及び現金同等物        848,546千円



（リース取引関係） 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円)

工具器
具及び
備品 

3,438 1,260 2,177

その他 9,786 3,588 6,198

合計 13,224 4,848 8,375

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

取得価
額相当
額 
(千円)

減価償
却累計
額相当
額 
(千円)

中間期
末残高
相当額 
(千円)

工具器
具及び
備品 

3,438 1,948 1,489

その他 9,786 5,545 4,240

合計 13,224 7,493 5,730

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円)

工具器
具及び
備品 

3,438 1,604 1,833

その他 9,786 4,566 5,219

合計 13,224 6,171 7,053

  ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

  １年内      2,620千円

１年超      5,983千円

合計      8,603千円

１年内      2,708千円

１年超      3,274千円

合計      5,983千円

１年内  2,663千円

１年超      4,639千円

合計      7,303千円

  ３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

３．支払リース料、減価償却費相

当額及び支払利息相当額 

  支払リース料    1,432千円

減価償却費相

当額 
   1,322千円

支払利息相当

額 
   155千円

支払リース料    1,432千円

減価償却費相

当額 
   1,322千円

支払利息相当

額 
     112千円

支払リース料    2,865千円

減価償却費相

当額 
   2,644千円

支払利息相当

額 
    288千円

  ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末（平成18年９月30日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

１．株式 17,399 25,859 8,460 

２．債券       

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

３．その他 21,480 25,994 4,513 

合計 38,879 51,853 12,974 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場外国債券 1,659,800 

  取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

１．株式 17,399 27,082 9,683 

２．債券       

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

３．その他 16,508 16,555 46 

合計 33,907 43,638 9,730 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場外国債券 979,800 



前事業年度末（平成18年３月31日現在） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成

18年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

  当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）  

  該当事項はありません。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平 

成18年９月30日）及び前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。 

  取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

１．株式 17,399 31,743 14,343 

２．債券       

(1)国債・地方債等 － － － 

(2)社債 － － － 

(3)その他 － － － 

３．その他 21,570 27,783 6,212 

合計 38,970 59,526 20,556 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場外国投資信託 982,227 

非上場外国債券 964,800 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額    848.41円

１株当たり中間純損失     152.91円

１株当たり純資産額     808.94円

１株当たり中間純損失    20.28円

１株当たり純資産額     832.93円

１株当たり当期純損失     169.09円

なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式

が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 1,181,391 156,649 1,306,234 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

（うち利益処分による取締役賞与金）  (－)  (－)   (－)  

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
1,181,391 156,649 1,306,234 

期中平均株式数（千株） 7,726 7,724 7,725 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第49期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月28日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月１２日

新 輝 合 成 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新輝合成株式会社の

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４９期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査

を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、新輝合

成株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 北 本 幸 仁 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石久保 善 之 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年12月８日

新 輝 合 成 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  
  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新輝合成株式会社の

平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第50期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書につ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、新輝合

成株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は、当中間会計期間から貸借対照表の純資

産の表示に関する会計基準が適用されることとなるため、この基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 菅 原 隆 志 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 廣 田 剛 樹 
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